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研究成果の概要（和文）：　本研究は、中東欧諸国などの移行国と、東南アジアの中所得国などの農産物・食料
に焦点を絞り、地理的表示制度、有機農産物認証制度、伝統食品認証制度などが、農業発展に貢献するための条
件を考察することが目的であった。そのために、実験オークション法を用いてこれらの制度の持つ経済価値を確
認し、支払い意志額の高い消費者の持つ属性と特徴を明確にした。
　支払意思額が高い被験者は、食品の生産工程や品質に関して関心が高く、所得などとも関連していることか
ら、市場において差別化を図るためには、認証制度の消費者への情報の提供と周知に関しては、これらの層に対
象を絞って行う努力が有用であることが、政策的含意として導入された。

研究成果の概要（英文）：　The policies and institutions introduced to differentiate the home country
 products from imported products have not been so successful in achieving the goals of protection. 
These policies include geographical indication (GI), certification for organic products and 
certification for traditional foods. The objective of the study was to identify the conditions where
 these measures can be effective for agricultural development.
　For the cases of developing countries and transition countries, our experimental auction studies 
confirmed the existence of economic values for GI certification systems and traditional food 
certification systems. 
　Policy implications include the need for promoting the protected products for the targeted 
consumers besides publicizing the protected products for general consumers. The respondents who 
showed higher willingness to pay had characteristics of having interests in production processes and
 quality of food products and of being in higher income groups. 

研究分野：農業経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　TPPや日・EU EPAなど国際的な貿易の枠組み変化が急速に進む国際経済環境においては、市場アクセスのみな
らず、地理的表示制度などの導入や貿易相手国との制度の共通化は重要な交渉項目となってきている。本研究
は、これらの制度・政策が最大の効果を発揮する条件を明確化するもので、我が国がこの分野で制度・政策を拡
充して、国内消費者のニーズに合った農業・食料部門を今後確立していく上で有用な政策的含意の導入を可能に
するものであった。
　また、被験者に能動的に意図を持って支払い意志額を顕示してもらう実験オークション手法を、途上国・移行
国の農産物・食品に関して検証した事例は少なく、学術的貢献もした研究であった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
環太平洋連携協定(TTP)と環大西洋貿易投資連携協定(TTIP)など多国間の地域的な経済協定
や、FTA や EPA などの二国間の貿易協定は、市場アクセスの改善のみならず、貿易・投資な
どに貿易・投資する制度の共通化・手続きの簡略化などにより加盟国に長期的便益をもたらす
一方で、これらの協定から除外された国・地域の社会的厚生を低下させことは、単純な貿易モ
デルで説明できる。さらに、これらの貿易モデルでは、協定がもたらす市場アクセスの改善に
よる効果に関しては、日本の農業生産部門のように単位当たりの生産費が他国と比べて高く比
較劣位にある国内生産部門の余剰を低下させることになるが、廉価な輸入品によって国内消費
者の余剰は逆に高まることより、その対象財国内市場における社会的厚生(生産者余剰＋消費者
余剰＋政府余剰)は、市場アクセスの改善により増加することを説明することができる。 
ただし、農産物に関しては、農村コミュニティの維持などを含む農業の持つ多面的機能、量
の確保以外にも価格面からの安定的な供給・国民の健康維持の側面などから見た食料の安全保
障、さらには安心・安全な食生活の維持の観点から、国内生産を継続することによる上記で述
べた社会的余剰以外の便益が存在し、その大きさが大きいとすると、いきおい国産品を輸入品
ですべて代替するという選択は、経済的に合理性のある選択とはならない。 
一方で、市場アクセスの改善が国内の生産部門を駆逐するという議論は、すべての貿易財が
同質であり、輸入財と国内生産物の代替率が高いという前提でのみ成り立つ。もし、国内生産
物を市場において輸入財と差別化して扱うことができる場合には、高い市場アクセスの水準に
おいても、国内生産部門は存続することが可能となる。現実に、先進事例である米韓 FTAの事
例では、高度な市場アクセスが牛肉市場において成立したにもかかわらず、輸入国である韓国
の牛肉の国内生産は、品質の高い霜降り牛肉を生産することにより、維持することができてき
ている。輸入品は、廉価なものにとどまっており、牛肉の消費量は全体として高まっており、
消費者も貿易協定の便益を享受できている。 
さらに、TPP や各種の FTA・EPA の交渉に際しては、市場アクセスのみならず、地理的表
示制度、有機農産物などの認証制度、トレーサビリティ制度、検疫制度、知的所有権制度など
の導入・貿易相手国との制度の共通化は重要な交渉項目となってきている。これらの制度・政
策の導入は、日本のような農産物輸入国においては、国内生産物に付加価値を与え、輸入品と
差別化を図ることを可能にし、国内の競争的な農業生産部門が継続してある一定の余剰を確保
して存在していく上で有用である。さらにこれらの制度は、消費者の農産物・食料に対する安
全・安心を確保する面でも有用であり、農業生産者のみならず、消費者の便益も高めることに
なる。 
本研究は、先行的にこれらの制度を導入した国・これから導入しようとしている国を対象に、
これらの制度・政策が持つ経済的な価値を、実験経済学の非仮説的オークション手法を使い消
費者の顕示選好を検証する中で定量化するものである。そして、その上でこれらの制度・政策
が最大の効果を発揮する条件を明確化し、我が国がこの分野で制度・政策を拡充していく上で
有用な政策的含意を導入ものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、中東欧諸国などの新規加盟国を含む EU現加盟国と、東南アジアの体制移行国・
途上国・中所得国など 1990年代に新規に加盟した国を含む ASEAN加盟国の農産物・食料部
門に焦点を絞り、地理的表示制度、有機農産物認証制度、伝統食品認証制度、トレーサビリテ
ィ制度、等級表示制度、検疫制度などの新たな導入に際して、それらの制度が必ずしも農産物・
食料の市場価値を高めるに至っていない理由を検証し、これらの制度が農業発展と食料の安全
保障に貢献するための条件を考察することが目的であった。 
 
３．研究の方法 
実験経済学の理論の発展と実証研究の進展により、参加に際しての支払いを行い、その得た
お金を使った実験を行うことにより、被験者に能動的に意図を持って支払い意志額を顕示して
もらう手法の発展がみられたことから、消費者の選好の理解に関する精度が大きく改善した。
本研究のデータ収集は、そのアプローチに基づき、それぞれの試験地において、ランダムに選
ばれた 15人ｘ8グループにおいて、認証制度に基づいている農産物・食品を実際に購入するた
めのオークションを、対象物に関する追加情報を各回に提供する中で、全部で 5回実施して行
われた。入札額データを各被験者から支払い意志額として入手した。 
この実験による経済価値の計量化手法は、１）実験の再現可能性を持つことから分析結果への
信頼度が高まり、２）比較対象群（コントロールグループ）の設定も可能とすることから、あ
る特性に関する消費効果に関して、個々の特性の効果の検証が可能になるなど、これまでの仮
想的な状況に関しての支払い意志額を問う手法では、できなかった検証が行われることから用
いた。 
 
４．研究成果 
地理的表示制度に関しては、経済成長が継続的に観察される中所得国であるタイのジャスミ
ン米の事例においては、表示は消費者の支払い意志額に差をもたらすことは、顕示選好法の一
つである実験オークション法を用いて確認したが、タイの首都における小売市場では制度の適



応を受けないジャスミン米との間に価格差をもたらすまでには至っていないことが分かった。 
体制移行国のハンガリーにおいても、地理的表示制度や伝統食品認証の適応を受けた農産物・
食品が存在し、その認証が経済的価値を持つことを実験オークション手法で確認した。しかし、
市場においては、制度に基づく食品が市場において差別化され、プレミアム価格が存在するま
でには至っていないことが分かった。別の体制移行国であるポーランドにおいても、同様な状
況であることが実験オークション法と聞き取り調査を通じて確認できた。 
支払意思額が高い被験者は、食品の生産工程や品質に関して関心が高く、所得などとも関連
していることから、市場において差別化を図るためには、認証制度の消費者への情報の提供と
周知と、消費者の市場へのアクセスに関しては、対象を絞って行う努力が、広く制度の普及に
努める以外に、必要となっていることが、政策的含意として導入された。 
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